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１  斯学の研究分野においては、沙漠の自然環境と人々の生活の在り方を研究してきた赤木（1990、1998）による
一連の研究が特筆される。また、篠田（2009）は沙漠のみならず乾燥地科学の必要性を地理学の立場から主張
しており、乾燥地研究を進める上で、重要な研究成果である。
Ⅰ. はじめに
日本に暮らす私たちにとって、乾燥地は関心も低く、身近な存在ではないように思える。多
くの日本人が乾燥地に対して抱くイメージは、「月の沙漠」に描写されているように、砂丘の上
をラクダがゆったりと歩く風景に代表されるような憧憬に似た感情に基づくものであろう。一
方、現実の乾燥地は多くの困難を抱えている地域が少なくない。乾燥地は、砂漠化の進行や干
ばつなど環境条件の変動が激しく、乾燥地に暮らす人々は多くの課題に直面している 1。国連
のミレニアム生態系評価によれば、乾燥地において暮らす人々は、一人あたりGDPが最も低く、
乳幼児死亡率が最も高いなど、福利厚生のレベルは他の地域に比べて非常に低い状況下にある
（MA 2005）。こうした乾燥地の地域問題を様々な次元から明らかにするとともに、解決へのきっ
かけを探ることは喫緊の課題であろう。
乾燥地に位置する国々は、自然環境のみならず、社会・経済的な環境においても条件不利地
域に属する国が多く、そうした国々には発展途上国が少なくない。こうした国々の国民経済の
成長には、その環境に応じた産業発展が不可欠である。これまで、乾燥地の経済を支える生産
活動として、乾燥地資源の利用を前提とした産業が注目されてきた。とくに、池谷（2006）、相
馬・古澤（2010）などが指摘したように、乾燥地における牧畜民の資源利用、オアシス農業やサ
バンナ地帯での降雨依存農業など、農牧業の開発と発展の側面から検討され、環境に対応した
農牧業の持続的発展が目されてきた。一方、乾燥地に位置する発展途上国の中には、自国の資
源開発により経済成長を目指している国も少なくない。そうした鉱産資源開発と資源輸出に依
存した経済構造は単純な産業構造に収束するため、必ずしも地域の持続的な発展に寄与するこ
とにはならない可能性が高い。とはいうものの、製造業の発展に多くを望めない地域にとって
は、自国の資源開発に依存せざるを得ないことも事実である（北川 2010）。
このほか、乾燥地における産業発展を支える部門としては、商業や観光業などがあげられ
る（恒川 2007）。そうした産業部門のなかでも、乾燥地が比較的優位な条件を備えている産業
としては観光業が注目されており、乾燥地を観光の消費対象としたツーリズムの勃興など、そ
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２	アメリカ合衆国における年平均の人口増加率は1％前後の値を示している。
の成長の可能性も期待されている（菊池・有馬	2010、MA	2005）。さらに、乾燥地の利用には、
核実験場などの特殊な利用（門村	2010）もみられる。
以上のように、乾燥地資源の利用は、砂漠エコツーリズムなど新たな利用形態も期待されて
いるものの、乾燥地における産業開発と経済発展に関しては、これまで、鉱産資源開発と灌漑
農業等にみられる農牧業地域の開発に収斂してきた。しかしながら、山下（2009）により明らか
にされた乾燥地都市の発展の特徴やインドの半乾燥地域における産業集積の実態を示した北川
（2011、2013）においても指摘したように、従前の資源開発、農牧業の開発・発展とは異なる開
発形態が一部の乾燥地において認められ、乾燥地の経済開発と乾燥地資源の利用は、今日、こ
れまでとは異なった動態を確認することができる。すなわち、製造業あるいは事業所サービス
業が乾燥地の経済発展に資する産業部門として注目される必要がある。
本研究は、こうした点を踏まえて、北米地域を事例として、なかでも近年、顕著な経済発展
のみられるアメリカ合衆国アリゾナ州に注目して、乾燥地都市の発展過程と経済開発の特性を
明らかにしつつ、乾燥地における経済発展の極としての都市の役割を検討し、乾燥地における
産業立地の可能性について考えてみたい。
これ以降、第Ⅱ章では、アリゾナ州の地域的な発展動向を人口動態の側面から明らかにし、
これを受けて、第Ⅲ章では、地域的人口動態と乾燥地システムとの関係性を検討する。第Ⅳ章
では、アリゾナ州における乾燥地都市の再編過程を明確にした上で、第Ⅴ章において、乾燥地
都市の産業構造の特徴と成長性について検討し、乾燥地における産業立地の可能性について考
察を行う。
Ⅱ. アリゾナ州の地域的発展動向
１. アリゾナ州における近年の人口動態
表１は、アメリカ合衆国における2000年から2010年にかけて人口増加の著しい上位10州を
人口増加率ととともに示したものである。これによると、対象地域であるアリゾナ州のみなら
ず、ネバダやユタ州など、比較的、乾燥度の高い州での人口増加率が高いことが理解できる。
当該年間におけるアメリカ合衆国の平均人口増加率は9.6％であり2、アリゾナ州では全国平均
に比して、15ポイント大きな数値を示しており、10年間という比較的長い期間であるものの、
当該年間において極めて高い人口増加率を示している。
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３ アリゾナ州は1912年に48番目の州として成立した後発の地域である。
４  第二次世界大戦後の人口増加は、アリゾナの厳しい夏の気候に対応できる空調機器の発達に依るところが大
きい。
2000年以降、比較的、乾燥度が高く、温暖な気候条件下にある地域での人口増加率が高い傾
向にあるが、こうした傾向は、それ以前には顕著に認められなかった人口変化の特徴の一つと
言ってよい。図１は、アリゾナ州3における1910年以降の人口動態を示したものである。これ
によると、1910年に204,354人であったアリゾナ州の人口は、2010年現在、6,362,017人にまで
増加し、100年間で約30倍の規模となった。とくに、人口増加の著しい時期としては1960年代
と1970年代4、そして1990年代以降の３つの時期があげられる。なかでも1980年から1990年
にかけての人口増加率は25.8％、1990年から2000年にかけての人口増加率は28.6％であり、同
州ではこの２つの時期において際だった人口増加を示している。アリゾナ州では、1960年代か
ら持続的な人口増加傾向を呈してきたが、1980年代以降の人口増加が顕著であり、1980年代以
後、乾燥地における人口増加という新たな地域現象が顕在化した。こうした人口増加は、自然
増加に負う部分も少なくないが、主として流入人口の増加による社会増に負うところが大きい。
表１　アメリカ合衆国における人口増加率上位10州
資料：US Census Bureauより作成。
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５	 	フェニックス大都市圏に含まれる都市としては、メサ、グレンデール、チャンドラー、スコッツデール、ギ
ルバート、テンピ、ピオリア、サプライズの中小都市があげられる。これらの都市は、それぞれ異なった性
格を有している都市であり、たとえば、チャンドラーは製造業の集積する産業都市であり、スコッツデール
は保養都市および高級住宅都市として位置づけられる。
２. 人口変化の地域的差異
州の大半を乾燥地域で占められるアリゾナ州は、全体としては、近年人口増加が著しいも
のの、人口集積には地域的差異が認められる。2006年における郡（County）別人口分布を示し
た図２によれば、州都フェニックスの立地するMaricopa郡の人口が最も多く、379万人あま
りを数え、ツーソンの立地するPima郡が98万人あまりを数える。そのほかでは、Pinal郡や
Yavapai郡などフェニックス大都市圏5に含まれる地域への人口集積が著しい。
近年、フェニックス大都市圏を中心とした地域に人口が集積し、かつ当該地域は人口増加が
著しいものの、こうした傾向は以前より顕著であったわけではない。アリゾナ州における経
年的な人口変動を示した図３によれば、1930年代からMaricopa郡を中心とした地域への人口
集積が始まっているが、本格化したのは1990年代以降であることが理解される（Ekiss,	G.	and	
Trapido-Lurie,	B.,	2006）。したがって、1990年代以降のアリゾナ州全域の人口急増傾向は、局
地的な都市化、すなわち、フェニックス大都市圏を中心とした地域の都市化を背景とした人口
増加に依拠していることが看取される。
図１　アリゾナ州における人口変化
資料：US Census Bureauより作成。
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図２　2006年における郡別人口分布
図３　アリゾナ州における人口変動
資料：Arizona Department of Economic Securityより作成。
資料：Ekiss,G. and Trapido-Lurie,B.（2006）より作成。
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とくに、フェニックスとツーソンの二大都市、なかでもフェニックスの成長がアリゾナ州全
体の人口増加に寄与してきたといえるが、こうした人口増加の背景として、1990年代以降、新
たな雇用が創出されたことが示唆され、産業化を通じての経済開発が行われたことが想起され
よう。しかしながら、これらの地域は、前述のように、砂漠気候の卓越する乾燥地であり、顕
著な人口増加は、1990年代以降の乾燥地利用のあらたな方向性を間接的に表現しているといえ
る。
Ⅲ. アリゾナ州における乾燥地システムと地域的人口動態
アリゾナ州は図４に示したように、その大半が乾燥地であり、南西部のYuma郡の一部は
極乾燥地域、それに接する北西部から南東部にかけては乾燥地域が広がっている。Mohaveや
Maricopa、Pinal、Pimaなどの各郡はその大半を乾燥地域により占められている。そのほかの
地域は半乾燥地域であるが、標高の高いコロラド高原周辺には森林もみられる。乾燥地域に属
するMaricopa郡に州都であるフェニックスが位置しており、当該市は、年間平均気温は30℃
を超過するとともに平均年降水量は210mmと少なく、砂漠気候が卓越する都市である。
図４　乾燥地システムとアリゾナ州における人口増加率
資料：Arizona Department of Economic SecurityおよびMA（2005）より作成
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そうした乾燥地域でありながら、前述のように、近年、アリゾナ州の一部の地域では人口増
加が著しく、とくに、Mohave郡からMaricopa郡を経て、さらに、Pinal郡にかけての乾燥地域
において、高い人口増加率を示しており、フェニックス大都市圏を中心に高い人口増加率を示
す郡が分布している。たとえば、Pinal郡では2000〜2006年間に66.9%という非常に高い人口
増加率を示している（図４）。アリゾナ州における各郡別の人口動態からみるに、乾燥度と人口
増加率との負の相関は認められない。すなわち、人口変動の側面から見る限り、乾燥度の高さ
は地域発展の阻害要因としては機能していないといえる。人口増加の背景には様々な要因が考
えられるが、前述したように、当該地域への産業発展もその一要因となることは想像に難くな
い。こうしたアリゾナの経験は、乾燥地の経済開発の可能性を示唆するものであるといえよう。
Ⅳ. アリゾナ州における乾燥地都市の再編
アリゾナ州における近年の人口増加は、郡の中心地を主とした都市化に依るところが大きく、
とくにフェニックス大都市圏の成長とツーソン都市圏の拡大に特徴づけられる。図５は、アリ
ゾナ州における都市分布を人口規模および増加率別に乾燥地システムとの関係からみたもので
ある。これによれば、フェニックスとともにその郊外地域を形成する中小都市および集落群の
人口増加が著しいことが看取される。
図５　都市別人口分布および増加率と乾燥地システム
資料：US Census BureauおよびMA（2005）より作成。
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６	 	アリゾナ州には、現在、91の市と町が存在する。それ以外に郡（County）には多くの集落が存在するものの、
ゴーストタウン化した集落も少なくないと言われる（山下	2014）。
７	 	資料の制約により、都市別ではなく、郡別の従業者数により代替した。フェニックスおよびツーソン大都市
圏への人口集中を考慮すれば、郡別産業別従業者数を用いても産業構造の特徴を捉えることが可能であると
考える。
前述の通り、フェニックス大都市圏とツーソン都市圏での人口増加は1990年代以降に顕著
となり、それまでのアリゾナ州の人口分布はこうした都市への集中傾向にはなかった（図３参
照）。アリゾナ州では多くの鉱山都市が勃興したが、閉山とともに都市が縮小あるいはゴース
トタウンとなった例も少なくない（山下	2014）。図５中には多くの小都市が点在するが6、その
一部は鉱山都市を起源とする都市であり、人口減少を経験している都市もみられる。そのほか、
国境沿いの都市や街道沿いの都市もその規模は小さいながらも近年の人口増加を示している。
以上のような都市分布とその成長性に関する特徴を指摘できるものの、アリゾナ州の都市シ
ステムの特徴は、人口増加の著しいフェニックス大都市圏およびツーソン都市圏への人口集中
と極めて高い人口増加率を示す大都市圏内における中小都市による機能分化およびこれらの都
市群の階層構造の形成に集約されている。すなわち、アリゾナ州における人口増加は特定の都
市を極とした大都市圏地域への人口流入に依拠しており、大都市を中心に周辺の中小都市、集
落を包含した大都市圏内の地域的都市システムが構築されてきた。そうした大都市圏地域への
近年の急激な人口流入の要因として、各都市の機能的な変化および経済開発と産業化の進展に
ともなう雇用増加が考えられる。
しかしながら、乾燥地システムとの関係からみると、アリゾナ州における人口増加が卓越す
る地域は乾燥度が高く、必ずしも居住に適した場所であるとは肯定しがたい。乾燥地都市の成
長には、都市を巡る社会経済的な背景が存在することは否定できない。
Ⅴ. 乾燥地都市の産業構造の特徴と成長性
１. 乾燥地都市の産業構造の特徴
アリゾナ州ではその大半が乾燥地でありながら、近年の人口増加が著しい。その背景として
社会経済的な変化が大都市圏を中心に生じていることが推察される。こうした変化は、各都市
の機能変化と産業化の進展に反映される。アリゾナ州における郡別に産業別従業者数の構成を
示した図6によれば、全体として、サービス業および商業といった第3次産業の比率が高いと
いう特徴を捉えることができる。とくに、大都市圏では、都市の中心性を反映する金融業や通
信業などの部門が他都市に比して集中している7。
フェニックス大都市圏では、サービス業従業者が最多の52万人弱を数え、全体の33.4%を占
めている。次いで、商業の23.8%、公務およびその他の部門の11.5%と続き、金融業も8.0%を
示すなど、第3次産業を中心とした大都市型の産業構造を呈している。しかしながら、フェニッ
クス大都市圏においては、製造業も全従業者のうちの10.5%を占め、当該部門も重要な産業部
門であることが理解できる。
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８  資料の制約上、明らかではないものの、これらの都市群におけるサービス業は主として消費者サービス業で
あり、域際収支を黒字化する基盤型産業とはいえない。
一方、ツーソン大都市圏においては、サービス業が全体の33.6%、商業が23.8%、公務およ
びその他の部門が21.7%であり、フェニックス大都市圏と同様に、第３次産業を中心とした産
業構造を呈するものの、ツーソンでは、フェニックスに比して金融業の集積が弱く、公務の割
合が高いという特徴を有している。製造業に関しては、全体の9.4％を占めており、フェニッ
クスと同様に重要な部門として位置づけられる。そのほかの中小都市群では、主として商業、
サービス業8を中心とした産業構造を示しており、フェニックス、ツーソンの二大都市圏とは
異なった特徴を有している。
フェニックス、ツーソンの二大都市圏では全産業従業者に占める割合が比較的高いが、これ
らの都市圏では機能変化にともない、事業所サービスを中心に新たなサービス需要が増大して
いることがうかがえる。
次に、フェニックス及びツーソン大都市圏に注目して、現在の産業構造に至る過程において、
とくに、1990年代以降の急激な人口増加傾向のなかで、どの産業が成長したのかを確認してお
きたい。
図６　アリゾナ州における郡別産業別従業者数（2010年）
資料：Arizona Department of Economic Securityより作成。
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９	 1990〜2010年間の産業別従業者増加率を示している。
表2は、1990〜2010年間における各大都市圏における成長部門をまとめたものである9。こ
れによれば、フェニックスにおいては、サービス業の成長度が高く、当該年間に74.2％の従業
者増加率を示している。次いで、金融・不動産業の従業者増加率が高く、42.1%を計上している。
製造業も、1990年に比して、36.1％の増加率を示しており、急速に成長してきた部門の一つで
あることが指摘できる。
一方、ツーソンにおいては、サービス業の成長度はフェニックスと同様に高いものの、その
ほかの部門では、全体的に増加率は大きくない。とくに鉱業部門の縮小は著しく、当該年間に
10.6%の従業者数の減少を示している。
こうした大都市圏におけるサービス業の高揚は、人口増加を背景とした消費者サービスの拡
大に依拠する側面も否定できないが、むしろ、事業所サービス業の拡大に負うところが大きい
と推察される。すなわち、製造業と事業所サービス業といった基盤型産業部門の成長が乾燥地
都市の経済発展を支えていることが想起される。
　
２. 乾燥地都市における成長部門
乾燥地都市フェニックスは、ニューディール政策のダム開発で得た豊富な電力供給を背景に
軍事産業に関連した航空機産業や電気機械工業を発展させてきた（山下	2010）。1970年代に端
を発した産業機能のフロストベルト（東部）からサンベルト（西部および南部）への空間的移動の
顕在化もフェニックスの産業化を助長してきた。1990年代に入り、シリコンバレーのみなら
ずシリコンプレーンやシリコンコーストと同様に先端産業の集積がフェニックスにおいても進
み、シリコンデザートと称されるエレクトロニクス産業とICT産業の集積地が形成された。こ
のことが、フェニックスの急速な人口増加をもたらす結果となった。今日までフェニックス大
都市圏にはインテルやモトローラ、シーメンス、ボーイングなどの巨大企業や多国籍企業が相
次いで立地し、先端産業の一大集積地の一角を構成している。
現在でも、こうした産業部門の重要性に変化はなく、2007年におけるフェニックス大都市圏
表２　フェニックスおよびツーソン都市圏における成長部門
資料：Arizona Department of Economic Securityより作成。
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10  立地係数とは、産業の業種構成などにおける構成比の全国比を示す指標であり、業種構成の全国との乖離示
し、その地域で卓越した産業や業種を捉える指標である。全国平均と同等の構成比を有していれば、その値
は１となる。
11  ITES/BPOは、IT Enabled ServicesおよびBusiness Process Outsourcingの略であり、遠隔地からコミュニ
ケーションネットワークなどの情報通信技術を通じて提供されるサービスである。このサービスは、企業が
特定の業務の全工程を一括して外部に委託することを意味し、コールセンターなどの顧客対応サービスや顧
客管理サービス、会計処理業務や給与計算などのデータ処理をともなう事務委託、さらにはGISやエンジニ
アリングデザインやアニメーションなどのコンテンツ開発などが含まれる。
の先端産業の従業者数は約27万8千人であり、製造業従業者数の47％を占め、依然としてフェ
ニックス経済にとって重要な部門となっている。とくに、半導体部門では、フェニックス大都
市圏における立地係数10は3.1を示しており、全米の中でも半導体産業の集積地域としての地
位を確固たるものとしている（Patton, W. and Vest, M., 2010）。さらに、航空機産業部門に関す
る立地係数も2.9であり、全米の中では屹立した航空機産業集積地であることが理解できる。
また、ソフトウェア業などのITサービス業の従業者数は43万3千人を数えるとともに、当
該部門の成長率も高く2001〜2007年間に約75％の増加率を示している。とくに、ソフトウェ
ア産業やITES/BPO部門11などのITサービス業の集積度が高く、フェニックス大都市圏のこれ
ら産業部門の立地係数も2.0を超過する値を示している。フェニックスでは、サービス業の中
でも事業所サービス業の成長も乾燥地都市の経済を支えてきたといえる。
以上のような、半導体や航空機産業、さらにはエレクトロニクスおよびICT産業の成長をと
もなう経済開発を可能にしたのは、安価な労働力と広大な工業用地、西部の大消費地の近接性、
豊富な電力供給であるが、精密機械製造に適した乾燥した気候も優位な条件となった。
アリゾナ州にみられるように、乾燥地といえども産業発展の可能性がまったくないというわ
けではない。良質な労働力や産業政策やインフラなどの条件が整備されていることが前提とは
なるが、乾燥地における新たな産業立地が模索されることが期待されよう。
Ⅵ. おわりに
これまで、乾燥地資源の利用は、主として、鉱産資源開発と灌漑農業等にみられる農牧業地
域の開発に収斂してきた。しかしながら、工業用水を大量に必要とする大規模な重化学工業の
発展が望めない乾燥地といえども、工業を中心とした産業発展の可能性がまったくないという
わけではない。適応できうる産業を選択すれば、乾燥地都市の多くは経済発展が可能となる。
むろん、良質な労働力や産業政策や都市インフラの整備などの条件が整っていることが前提と
はなる。アリゾナ州の経験は、まさにそれを具現しているといえよう。
1990年代以降、アリゾナ州の乾燥地都市であるフェニックス及びツーソン大都市圏において
人口増加が顕著となった。そうした人口の急増はICT産業やエレクトロニクス、事業所サービ
ス業などの集積による産業発展に依拠するものであった。
以上のように、乾燥地都市の成長と産業発展の一事例が提示されたとはいうものの、これま
で以上の持続的発展には様々な課題が残されている。その一つは水資源の確保である。人口増
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加と経済発展にともない、水資源の不足が懸念されている。乾燥地の経済開発は、今日、これ
までとは異なった方向性を有する一方で、新たな課題も現出することは否定できない。
付記
本研究を進めるにあたり、平成25年度鳥取大学乾燥地研究センター共同研究「乾燥地都市に
おける経済開発とその特性−北米地域を事例として−」（研究代表者：北川博史）の一部を使用
した。
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